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Abstract: The objective of this study is to philosophically discuss the causal connection between 
improvement of international sport competitive force and solidarity of nationality based on a 
hypothesis, “If athletes of a nation achieve their best results in the international competitions, the 
people of the nation can improve the bond of solidarity.” and verify the true intention taking China 
as an example.
In order to verify the causal connection between them, at first, two facts that China spends a lot of 
public money to improve the competitiveness in international sports and improvements in 
competitiveness in international sports enhance the solidarity of the Chinese were confirmed. Then, the 
requirements to enhance the solidarity of nationality were recognized by understanding the concept of 
the solidarity. Finally, causal connection between improvement of international sport competitive force 
and solidarity of the Chinese was discussed based on the requirements to enhance the solidarity of 
nationality.
The results are as follows:
1) It is a physiological desire of humans to pull off a victory.
2) Competitions between groups make members of the groups have a common goal, “Win a victory 
over its enemy.” to enhance the solidarity of the group.
3) If many members more strongly want competitions between groups, the solidarity of the group is 
enhanced more significantly.
4) It is a physiological desire of human beings to want “an athlete whom they support to win 
international athletic meetings.”
5) Many people in advancing and developing countries have strong desire to “win a victory over 
advanced countries.”
6) In advancing and developing countries, a competitive sport is one of a few fields to satisfy the 
strong desire of many people to “win a victory over advanced countries.”
As shown above, the recognition that improvements in competitiveness in international sports 
enhance the solidarity of nationality in China which is considered as a developing country has been 
obtained.
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【原著論文】
???????
してまず痛感したことの一つが異文化による諸影響で
あり，またそれ故に異文化理解の重要性を認識したこ
とである。特に，専門領域である体育やスポーツの概
念，理念についての相違はなぜ起こるのであろうか，
1.　はじめに
1）問題提起
筆者は，中国で学んだ「体育」1) の知を更に深めるた
めに日本への留学を決意し，現在その途にある。留学
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の文化生活を豊かにし，集団主義，愛国主義を発揚し，
国民の求心力，凝集力を高めるためには，高水準な競
技レベルが欠かせない役割を果たしている」というよ
うな内容が明記されている。そして，元北京体育大学
教授・田麦久氏は，「競技スポーツが人類奮闘精神の喚
起や，国民スポーツ鑑賞要求の満足，民族精神の凝集
などの機能をもつため，国際スポーツ競技力の向上に
公的援助を与えるべきだ」8) と主張している。
自国の代表選手や代表チームがオリンピック競技大
会やサッカー・ワールドカップで好成績を上げれば，
少なくとも数日間その国のまとまりが強まることは，
誰でも容易に理解できるだろう。しかし，国際スポー
ツ競技力の向上が国民凝集力を高められるという機能
があっても，「なぜ国際スポーツ競技力の向上が国民凝
集力を高められるのか」，「スポーツに政治が介入する
ことの是非」，「国際スポーツ競技力の向上に公的援助
することの是非」などのような関心事が浮上してくる。
これらの問題の検討を怠ると，国際スポーツ競技力向
上への公的援助の正当性の問題は益々泥に沈むような
状況に陥るであろう。
2）研究の目的
中国の陸地面積は約 960 万平方 km2 であり，そこに
漢民族と 55 の少数民族が居住し，その人口はおよそ
13 億人を数える9)。今日の中国にとって，最も重要な
ことは社会の安定と経済の発展であるといわれてい
る10)。つまり，安定した社会環境を作り上げることは
何よりも重要なことだということである。中国の歴史
を概観すれば，実際，それは国家のまとめと分裂の繰
り返しの歴史であるといっても過言ではない。中国に
おいては殷（B.C. 1600 年頃～ B.C. 1100 年頃），周（B.C. 
1100 年頃～ B.C. 256 年頃）は別として，王朝の交代が
頻繁におこなわれた。そのうち最も短いのは秦の 15
年，また最も長い唐でさえも 289 年しか王朝を維持す
ることは出来なかった。そのために正式王朝は 28，傍
系を入れると 59 の王朝が興亡を繰り返していたので
ある11)。
そして，今日の中国においても格差問題や民族問題，
環境問題など様々な深刻な社会難題が山積している。
これらの問題をうまく解決できないと，中国では再び
内乱が生じる可能性が高いといってよいだろう。2008
年 3 月に中国のチベット自治区で起こった騒乱は，ま
さに中国の内情を映しているといえるだろう12)。その
ため，安定した社会を作り上げることは中国の歴代指
導者と国民の頭を一番悩ませることであるといえる。
凝集性の高い集団では，①成員の間に責任ある行動
を増加させ，参加を容易にし，困難な目標に対しても
忍耐強く取り組む，②成員相互間の影響が強まり，他
という大きな疑問に包まれた。
7 年間日本での生活経験をもつ筆者が，日本のス
ポーツを一番理解できないのは国の代表選手（例えば
日本女子サッカーの代表選手）がアルバイトをしなが
らスポーツに従事することと，代表チームの招集を拒
否できることである。中国では代表選手の生活が国に
保障されるため，現役の代表選手がアルバイトをする
ことは聞いたこともない。そして，中国では代表チー
ムの招集を拒否することが許されない。2002 年，中国
人のアメリカ NBA への初進出を果たした王治郅（ワ
ン・ジージー）選手2) は中国代表チームの招集を拒否
した。謝罪しなかった約 4 年間は中国に帰ることが出
来なかった。これらのことをきっかけに，「なぜ中国と
日本のスポーツのあり方はこんなに違うのか」という
ことについて考え続けてきた。
2008 年北京オリンピック競技大会において中国の
選手は 51 の金メダルを獲得し，輝かしい成績を上げ
た。このように中国の選手が好成績を収めた要因の一
つとして挙げているのは，莫大な資金を投入して行わ
れた公的援助にあるといわれている。中国は国際ス
ポーツ競技力を向上させるため，スポーツ行政機関を
設立し，その下に選手を育成・強化するトレーニング
センター3) や科学研究機構4) を設置し，そこに補助金を
出している。その金額は例えば，2005 年度が 81 億 1,200
万元（約 1,212 億円）5) で国家財政支出の 0.239％を占め
る。中国と同じような政策を執っているアメリカやロ
シア，フランス，日本などの国と比べれば，この国家
財政支出に対する比率は中国のほうが圧倒的に高いと
いえるだろう。
一方，発展途上にある中国は多くの問題を抱えてい
る。たとえば，医療保険未加入者が都市で 66％，農村
で 80％という事情があり，衛生部の調査では「病気で
も通院しない」との回答が約 49％に達した6)。このよ
うな国情で高額な公的援助に支えられて国際スポーツ
競技力を向上させるのは不思議なことであるといわざ
るを得ない。しかし，ヘーゲルの哲学に倣えば，事実
ほど真実なことはない。そして，それは理性的なこと
である。つまり，約 60 年にわたって中国の競技スポー
ツを支えてきたこの公的援助は，理性的なことである
といえるのかも知れない。それにしても今日，発展途
上にある中国は何故にスポーツの国際競技力の向上に
こだわりをもつのであろうか。
その答えの一つは，中国の選手が重要な国際スポー
ツ競技会で好成績を上げることによって国民の凝集力
を高めることができるといわれていることだ。2002 年
に公布された「新時期におけるスポーツ事業の増強と
改善に関する中央政府の意見（中共中央国務院関于進
一歩加强和改進新時期体育工作的意见）」7) には，「国民
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の凝集力」19)，「民族主義とオリンピック運動」20)，「北
京オリンピック競技大会が国民凝集力を高める要因に
関する研究―上海市成人を実例に―」21)，「北京オリン
ピック競技大会が五大都市成人市民の凝集力を高める
要因に関する研究」22) などがあげられる。
これらの研究は社会学，歴史学，心理学などの視点
から，オリンピック競技大会と中国国民の凝集力との
因果性について検討するものである。2008 年北京オリ
ンピック競技大会開催の直前，中国ではオリンピック
運動に関する研究をよく目にする。それはオリンピッ
ク運動が中国に何をもたらすのかについての関心が高
まっていることであると考えられる。しかし，それら
の研究の著者がほぼ全員公務員であること，そして政
治的な理由から，「オリンピック競技大会を中国で開催
せよ」との中国政府の執っている政策を批判する内容
ではない。それどころかむしろ，それらの研究は中国
政府の執っている政策を謳歌する色彩が強いものであ
るといわざるを得ない。
そして，それらの研究は分析が極めて不十分である
といわざるを得ない。たとえば，上述の先行研究は，自
国競技者が国際スポーツ競技大会でたくさんの金メダ
ルを取れば国民の凝集力を高められるということにつ
いてまったく検討もせずにそれを確信している。そし
て，それを「オリンピック競技大会の中国での開催が
中国国民の凝集力を高められる」との主張の裏付けの
1 つとして用いている。つまり，国際スポーツ競技力の
向上と国民凝集力の因果性に関する研究は，中国でほ
とんど研究対象とされていないということである。
4）用語の定義
本論で述べる重要な用語を次のように定義する。
（1）国際スポーツ競技力：国際スポーツ競技大会で各
国の代表選手が互いに技術や体力を競い，優勝を
争う能力
（2）国民：本論で国民と人民を同義に捉え，ある国に属
してその国家を構成する被支配者層のことをさす
（3）凝集力：自分の所属する集団にとどまらせるよう
に作用する力
（4）公的援助：資金，人員，政策などの面において政
府がある事業を助けることをさす
5）研究の方法および構成
本論における国際スポーツ競技力の向上と国民凝集
力の因果性については，中国を実例にして，以下のス
テップで研究を進める。なお，本論は，中国における
国際スポーツ競技力の向上への公的援助という中国政
府の執っている政策を賛美するものではなく，国際ス
ポーツ競技力の向上と国民凝集力の因果性を検討する
人の意見を聞こうとし，他人の立場をよりよく理解す
るようになる，③集団目標に対して，よりよい価値を
見出し，それを守ろうとする，④集団行動による緊張
が少なくなり，安定を見出す行動が見られるといわれ
ている13)。つまり，公的援助で国際スポーツ競技力を
向上させ，それによって国民の凝集力を高めるという
ことは，中国の安定した社会の構築や経済発展に大き
な意義があると考えられる。
だが，「スポーツが国民凝集力を高める手段として使
われることはいかがなことであろうか」との疑惑を持
つ人は大勢いるだろう。スポーツ競技を古代ギリシア
まで辿れば，オリンピック休戦（エケケイリア）とい
うことばに結びつく。古代オリンピック祭典競技にお
いては都市国家（ポリス）間の戦争を避ける手段とし
てアゴン（競争）を神に祭っていたといわれている14)。
近代オリンピックの復興者，クーベルタンはこの考え
に感動し，平和思想としてのオリンピック運動を考え
たといわれている。この意味からは，スポーツ競技力
の向上は平和的な意味での人の凝集力を高める格好の
手段であるといえるのかも知れない。
近年の中国において国際スポーツ競技力向上への公
的援助については「その補助金を教育や医療に援助す
べきだ」15)，「国民税金の無駄遣いだ」16) というような批
判的な声が高まっており，大きな社会問題になってい
る。世論に批判される理由としてはこの公的援助が政
府により一方的に実施される政策である，民主化の向
上によって中国国民が政府の政策をだんだん批判でき
るようになっている，などがあげられる。だが，その
根本的な原因はこの公的援助の是非に関する検討が不
十分であると考える方が正しいのではないだろうか。
国際スポーツ競技力の向上と国民凝集力の因果性に
ついては，次項の「先行研究の整理」のところで確認
するように，多くの中国研究者がそれを確信しており，
ほとんど問題にされていないという状況にある。その
ため，本論では中国を実例にして，国際スポーツ競技
力の向上と国民凝集力の因果性について哲学的に検討
し，そこでの真意について確認することを目的とする。
それは同時に，この現在なお賛否両論である国際ス
ポーツ競技力向上への公的援助という振興政策につい
ての認識を深めることでもある。
3）先行研究の整理
スポーツと国民凝集力の関係に関する先行研究は，
これまで様々な視点からなされている。例えば「オリ
ンピック運動と社会凝集力―オリンピック競技大会の
社会効果に関する社会学的検討―」17)，「北京オリン
ピック競技大会が瀋陽市民の凝集力を高める要因に関
する心理学的研究」18)，「オリンピック運動と中華民族
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局」（日本の文部科学省青少年・スポーツ局に相当）が
中心で，その下に 1 級，2 級と 3 級行政区の地方政府
に属する地方スポーツ行政機関とつながっており，ピ
ラミット式の 4 段階構造となっている25)。
「国家体育総局」の前身は 1952 年 11 月 15 日に創設
された「中央人民政府体育運動委員会」（後に中華人民
共和国体育運動委員会に改称）」である26)。地方のス
ポーツ行政機は 1958 年まで，全ての 1 級，2 級，3 級
行政区の地方政府内に創設されるようになった27)。
1998 年 3 月には「国家行政機関改革」28) の実施によっ
て，「国家体育委員会」の名称が「国家体育総局」に変
名された29)。それに連動した地方のスポーツ行政機関
では，主に 3 級行政区のスポーツ行政機関の改革が実
行され，多くの 3 級行政区のスポーツ行政機関が廃止
あるいは教育・文化の行政機関に合併され，2004 年末
までに半分以上の 3 級行政区がスポーツ行政機関を廃
止した30)。
1950 年代初期から 1970 年代末までの中国では，「計
画経済体制」下におけるすべての経済活動は，言葉通
り国の計画に基づいて運営されることとなり，市場を
通しての諸々の経営活動は不可能であった31)。そのた
め，その時期には国家予算がスポーツ行政機関のほと
んど唯一の財源であったといってよい。しかし，今日
はスポーツ宝くじの販売や企業スポンサーシップの誘
致などを認め，スポーツ補助金を主体とし，様々なルー
トから調達する運営体制になっている32)。
中国における行政機関への財政支給は「統一指導，
分級管理」という制度を採っており，中央政府の統一
的な指導のもとに，各レベルの政府がそれぞれの管理
責任を負う33)。この制度に基づいて，スポーツ行政機
関の補助金は中央政府と，1 級，2 級，3 級行政区の地
方政府から配分されることとなっている。その補助金
の総額は表 1 に示したように，国家財政支出の拡大の
ために比率が低下しているが，金額が 1993 年度の 20
ものである。また，本論が主に中国の資料に集中した
ことで，得られた結果は地域に限定されているという
点を免れない。更に，現在の中国は市場経済の立場を
とっているが依然として社会主義国家であるという特
別な時期にあるということも本論の特徴として捉えて
おかなければならない。それ故，本論における中心課
題は国際スポーツ競技力の向上が中国国民の凝集力を
高める要因について検討するということにおかれる。
具体的には次のようなステップで検討を進めることに
なる。
（1）中国における国際スポーツ競技力向上への公的援
助の現状を把握する。
（2）国際スポーツ競技力の向上がどのように中国国民
の凝集力を高めているのか，その実態を把握する。
（3）凝集力の概念を把握することによって，国民凝集
力を高める要件を確認する。
（4）国民の凝集力を高める要件をもとに，国際スポー
ツ競技力の向上と国民凝集力の因果性についての
考察を試みる。
2.　中国における国際スポーツ競技力向上への
公的援助の現状
中国における国際スポーツ競技力の向上については
そのほとんどがスポーツ行政機関に任せられている。
例えば，トップレベル選手は一部分が鉄道，郵政，国
防などの行政機関より設置された「専業運動隊」23) とプ
ロチームに所属しているが，その大部分がスポーツ行
政機関より確保されている。
中国の行政区分は，基本的には中央政府→ 33 の省・
直轄市・少数民族自治区・特別行政区（1 級行政区）
→ 333 の地級市・地区・自治州地区（2 級行政区）
→ 2,860 の県級市・県・自治県（3 級行政区）→ 41,040
の街道・郷・鎮・自治郷（4 級行政区）となっている24)。
スポーツ行政機関は中央政府に直属する「国家体育総
中国国家財政部編：『中国財政年鑑』の 2006 年版と 2002 年版，中国財政雑誌社，p. 404，p. 385，より作成。2008 年 10 月 20 日
の為替レートは 1 元＝ 14.9504 円（括弧内の数字はその年の中国政府全体の財政支出に占める比率である）
表 1　中国における中央政府と地方政府のスポーツ行政機関への財政支出（単位：億元）
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なり，1 企業から少なくとも 800 万元（約 1 億 1,960 万
円）の資金を調達できたといわれている35)。
中国のスポーツ行政機関は上述のような巨大な資金
を集め，その大部分を国際スポーツ競技力の向上に投
入している。それはスポーツ行政機関に属する人員の
配分からもうかがえる（表 3）。この表から，中国のス
ポーツ行政機関は十数万の人員を擁し，巨大な行政機
関であることが容易に理解できる。そのなか，コーチ
と「専業選手」36) だけで全体人員の約 3 分の 1 を占めて
いる。他の人員もほとんど競技力向上にサポートする
職業に従事していると見られる。そのことから，中国
スポーツ行政機関の中心業務は国際スポーツ競技力の
向上であり，運営費の大部分も国際スポーツ競技力の
向上に投入されていると理解してよい。
スポーツ行政機関の公務員総数は，1998 年より行わ
れた「国家行政機関改革」の影響で，1998 年から 2003
年までの間は大幅に削減されていた。だが，その時期
にコーチと「専業選手」の総人数はあまり減少してい
ない。このことから，この改革はスポーツ行政機関の
中心業務を変えようとしたのではなく，必要がないと
判断された人員を削減し，スポーツ補助金の有効利用
を図ろうとしたものであると判断できよう。
億 9,400 万元（約 313 億円）から 2005 年度の 81 億 1,200
万元（約 1,212 億円）へと，12 年で約 4 倍急増した。
中国でスポーツくじの販売が認められるようになっ
たのは 1984 年である34)。スポーツくじの収益金の 1 部
はスポーツ行政機関に上納され，スポーツ行政機関の
運営費として使われている。その金額は表 2 に示した
ように，1998 年度 8 億 9,432 万元（約 133 億 7,008 万
円）から 2004 年度 30 億 551 万元（約 456 億 7,374 万
円）に急増し，中国スポーツ行政機関の重要な財源に
なっている。この部分の資金の使い道については，約
4 割が競技力の向上（競技会の開催，選手の育成など）
に，約 6 割が生涯スポーツの振興（国民スポーツイベ
ントの開催，国民健身センターの建設など）に充てら
れている。
また，中国のスポーツ行政機関が企業からどのぐら
いのスポンサーシップを誘致しているのかについて
は，その全体像がほとんど不明であるが，かなりな資
金を集めていると考えられる。例えば，2005 年，ナイ
キ，ペプシ，資生堂など 6 つの企業が「国家体育総局」
と契約し，2005 年の第 4 回東アジア競技会と 2006 年
の第 15 回アジア競技大会，2007 年の第 6 回アジア冬
季競技大会に出場する中国代表団の協賛スポンサーと
趙乃虹ら編：「現代中国におけるスポーツくじの発展と変遷に関する研究―オリンピック・生涯スポーツ・スポーツ産業との関
連において―」―『スポーツ産業学研究』，日本スポーツ産業学会，pp. 33–34，より作成
表 2　スポーツ行政機関に上納されたスポーツくじ公益金の主な使用状況（単位：億元）
中国国家統計局編：『中国統計年鑑』の 1986 年版，1989 年版，1992 年版，1995 年版，1998 年版，2001 年版，2004 年版，2007
年版，中国統計出版社，1986 年，1989 年，1992 年，1995 年，1998 年，2001 年，2004 年，2007 年，p. 785，p. 880，p. 731，p. 
659，p. 762，p. 729，p. 855，p. 865，より作成
表 3　中国におけるスポーツ行政機関に属する公務員総数（職業別）
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訪問，競技のデモンストレーションなどに参加し，
香港市民に大歓迎された。特に，香港スタジアムで
行われた香港市民との交流イベントは約 4 万人の香
港市民を動員し，今回訪問の目玉となった46)。
今日においては，オリンピック競技大会などの大規
模スポーツイベントを誘致できれば，各産業の活性化
や開催都市認知度の向上などのメリットがあるといわ
れている。例えば，北京オリンピック競技大会の経済
効果は 4 兆 6 千億円と見込まれている47)。つまり，オ
リンピック競技大会の中国での開催は中国国民の生活
水準向上と深くつながっているということである。そ
れは上述のような多くの中国国民の心を一つにしてい
る最大の一要因ではないかと考える。しかし，中国の
競技レベルが高くなければ，このスポーツの経済効果
や政治効果は最大限に発揮できないだろう。日本で開
催された 2006 年バスケットボール世界選手権は，日本
代表チームが好成績を収めていなかったため，競技場
の空席が目立ち，日本のメディアに無視されるほどで
あり，結局「13 億の赤字」48) で幕を下ろした。その意
味に限っていうならば，その大会は決して成功した世
界スポーツ競技会とはいえない。そのため，上述のよ
うな多くの中国国民の心を一つにしているという「オ
リンピック効果」が生まれる前提条件として，国際ス
ポーツ競技力の向上が挙げられるということである。
しかし，国際スポーツ競技力を向上させることがで
きれば，全ての中国国民の凝集力を高められるという
わけではない。スポーツに関心をもたない，あるいは
スポーツを理解できない国民は，中国選手の世界競技
会での活躍をあまり期待しないだろう。2008 年 3 月に
騒乱が起こった中国チベット自治区の一部住民はその
一例であると考えられる。チベット自治区は中国の西
南部に位置し，南はヒマラヤ山脈，北は崑崙山脈に囲
まれた平均標高 3,800 m のいわゆる「世界の屋根」―
チベット高原―にほぼ重なる49)。ある地域では貨幣を
使わない，物物交換で生活する住民も存在していると
いう。このような地域でスポーツがいかなるものであ
るかについて理解できる住民は，当然多くないだろう。
中国において国際スポーツ競技力の向上がどのぐら
いの国民の凝集力を高められるのか，その具体的な数
字は把握しにくいが，2001 年に実施された IOC の調査
で 96％の北京市民がオリンピック競技大会の招致を支
持するという結果が示されている50)。このことは，国際
スポーツ競技力の向上が多くの中国国民の凝集力を高
めていることを示唆しているといってよいだろう。
4.　凝集力の概念について
以上に，国際スポーツ競技力の向上と中国国民の凝
集力との因果関係を把握した。では，なぜ国際スポー
 
3.　国際スポーツ競技力の向上による 
中国国民凝集力の向上の実態
以上に述べたように，中国はスポーツ行政機関を設
置し，巨大な公的資金を投入し，懸命に国際スポーツ
競技力の向上を図っていることがうかがえるだろう。
では，国際スポーツ競技力の向上はどのように中国国
民の凝集力を高めているだろうか。その実例は以下の
とおりである。
○ 2001 年 7 月 13 日にモスクワで開かれた国際オリン
ピック委員会の第 112 次総会で，第 29 回夏季オリン
ピック競技大会の開催地が北京に決定すると，中国
国内は沸き立ったと伝えられている。その日の夜，
約 40 万の北京市民が天安門広場に集まり，全国で
百万以上の国民が主な大通りに駆けつけ，オリン
ピック競技大会招致の成功を祝っていた37)。
○ 2007 年 7 月まで，約 90 の国家・地域の約 33 万人の
華僑（国外に居留する中国籍をもつ中国人）は，北
京オリンピック競技大会の開催のために約 8 億元
（約 119 億円）を寄付した38)。今大会の水泳競技場は
この寄付金で建設されたといわれている39)。
○北京オリンピック競技大会の開催は競技施設の運営
サポートや通訳に約 10 万人必要とされるが，北京市
の応募者だけで約 77 万人を数え，全部の応募者が
100 万人を突破して 1,125,799 人に達成したといわれ
る40)。そして，本番では約 20 万人が各国選手を応援
する「ラーラー隊」に，約 40 万人が街角での道案内
に参加したという41)。
○北京オリンピック競技大会の聖火リレーはイギリス
やフランス，アメリカ，日本などの国を巡回すると
き，2008 年 3 月に中国チベット自治区で起こった騒
乱をきっかけに聖火リレーへの抗議活動が続いてい
たが，多くの外国在留の中国人は現場に駆けつけ聖
火を守っていた。たとえば日本では「約 5 千人」42)，
オーストラリアでは「1 万人以上」43) の中国人が動員
された。
○北京オリンピック競技大会開幕の当日早朝，いつも
より多く「6，7 万」44) の民衆は天安門広場に集まり，
その日の国旗掲揚式に参加した。その後，中国国旗
や北京オリンピック競技大会旗を振りながら「中国，
がんばれ」「北京，がんばれ」と繰り返し，更に中国
国歌を大合唱した。その日の夜，約 8 億 4 千万人の
中国国内の視聴者はテレビの前に今大会の開幕式を
見守ったといわれている45)。
○北京オリンピック競技大会で 51 の金メダルを獲得
した中国スポーツ代表団（63 人の金メダリストと
コーチら全 93 人）は，2008 年 8 月 29 日から香港に
訪問し，3 日間で香港政府主催のパーティーや大学
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南
と伝えた。
スポーツの場面においては，相手あるいは相手の所
属する集団を「敵」にする場合が多いことから，スポー
ツで自分の所属する集団のまとまりも強められる。例
えば小学校においてクラス対抗の運動会が開かれる時
には，普段よりもクラス内のまとまりが強まることは，
誰しも経験することだろう57)。また，2002 年の日韓サッ
カー・ワールドカップの開催期間中に，韓国代表チー
ムの好成績によって韓国国民の凝集力が空前的に高
まったことは，世界中によく知られている。その競技
大会は，「われわれに大きな精神的な財産をもたらし
た。その一つは，〈やればできる〉の自信である。もう
一つは，国民の結束と自尊心の確認である」58) と韓国の
学者に評価されている。
集団凝集性が，単に集団のもつ一般的な誘因特性の
みならず，個人の欲求や動機と相対的に決まるものと
同時に，他集団との関係や将来の時間的展望とも関係
している。したがって，集団凝集力を高め，集団とし
てのまとまりを維持しうるか否かは，基本的には，個
人の欲求と集団の諸活動がどれほど相互に関連づけら
れているかということにかかっているのである59)。
衣・食・住・行などに対する欲求は人が生きるため
の基本的欲求であるといわれている。そして，それら
の欲求を充足できるかどうかは，自分の所属する国家
という集団と大きくかかわっている。そのことから，
国家が国民のこれらの欲求を充足すれば国民の凝集力
を高められるということは容易に理解できるだろう。
しかし，なぜ国際スポーツ競技会において外国を「敵」
にすることが一国民の凝集力を高めることができるの
だろか。以下にこの問題について考察していく。
5.　国際スポーツ競技力の向上と 
国民凝集力の因果性について
1）勝利が人の欲求であるということ
「欲求（desire）」とは哲学辞典60) によれば，「人間個
体が生存するために必要物をえようとする発動力」で
あると定めている。欲求は大別して，生理的欲求（1
次的欲求，基本的欲求など）と社会的欲求（2 次的欲
求，習得的欲求など）に分類できる60)。生理的欲求は
飢えに対する食欲，渇きに対する欲求，活動と睡眠・
休息の欲求，そして性欲などに分けられる。それ以外
に，筆者は敢えて勝利に対する欲求も人間の生理的欲
求であると主張したい。なぜなら，人は動物であるか
らである。すなわち，人は闘争本能を持っているから
である。
人類の歴史は，実際は人と自然，人と人の競争史で
ある。人は生存するため，自然と競争しなければなら
ない，他者と競争しなければならない。自然あるいは
ツ競技力を向上させることは中国国民の凝集力を高め
られるのか。この問題を検討する前に，まず凝集力の
概念を理解する必要がある。
「凝集力（cohesive force）」という用語は元々が物理
学用語である。物理学の分野において「凝集力」とは，
「物体を構成する分子・イオン・原子の間に働く引力」51)
であると定義されている。物体が一定の体積・形状を
保持するのはこの力による。一般に固体では大きく液
体では小さい。今日において「凝集」という用語は心
理学や社会学などの様々な分野で重要な概念として用
いられている。例えば，心理学の分野においては，一
般に，集団成員をその集団にとどまらせるように作用
する力を集団凝集性（group cohesiveness）という52)。
では，集団に対する魅力の源泉，集団に留まろうと
する理由は何であろうか。カーライト（D. Cartwright）
とザンダー（A. Zander）は，集団凝集性の源泉とし
て，①集団自身が欲求の対象である場合と，②集団自
身ではなく，集団の諸活動を通じて諸欲求が充足され
る手段として集団が位置づけられる場合の 2 つがある
と考えている。①の場合は，集団を構成する人々を好
ましいと感じる場合であり，②の場合には，集団の成
員であることによって得られる威信や賃金，生活の安
定などの魅力である53)。
そして，外に「敵」が現れると集団成員がまとまる。
例えば，国家という集団においては他国に侵略される
と，その国の国民のまとまりが強くなる。自然の地震
や洪水という人類の共通の「敵」が現れても，集団成
員のまとまりが高まる。2008 年 5 月 12 日に発生した
「中国四川大地震」の直後，中国各地から自主的に被災
地に駆けつけた災害救援のボランティア者（民間人）
が約 14 万 6 千人であり54)，ほとんどの中国国民（たと
えば香港市民が 95％）が被災地の復興のために寄付金
を寄せた55)。この大地震は多くの死者を出す大惨事と
なったが，中国国民の凝集力を高めるきっかけにも
なったといえるだろう。
また，わざと外に「敵」をつくれば，集団成員のま
とまりも強まる。サミュエル・ハンチントンは「小国
の独裁者が権利を維持しつづける最善の方法は，アメ
リカを挑発して自分を非難させ，…以下省略」56) と述
べ，その点について強調している。更に，日本のメディ
アを通してよく報道されたように，中国や韓国，北朝
鮮などにおいては故意に「反日」行動を起こすことに
よって国民のまとまりが強められる。例えば，2006 年
4 月 6 日付の「朝日新聞」は韓国の盧武鉉（ノ・ムヒョ
ン）政権の対日政策について，「20％台に低迷していた
政権支持率が，竹島（韓国名・独島）や歴史認識をめ
ぐって盧大統領が対日強硬姿勢を強調した昨年 3 月の
独立運動記念日の演説を機に 40％近くまで上昇した」
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顕著であろう。その意味は，B クラスの子どもたちよ
り A クラスの子どもたちの方がより勝ちたいという
意欲をもっているということである。
以上で確認したように，勝利に対する欲求は人の生
理的欲求である故，集団と集団の間で競争を行えば，
集団成員に「ライバル集団に勝つ」という共通の目標
をもたせることができ，集団の凝集力は高められる。
そして，競争することが多くの成員の強く欲求するこ
とであればあるほど，その効果はより顕著である。す
なわち，国際スポーツ競技会における国家と国家の競
争が一国民の凝集力を高められるか否かは，多くの国
民が「自国競技者が国際スポーツ競技会で勝ってほし
い」と欲求しているか，またその意欲が強いかどうか，
という 2 つの問題に大きくかかわっているということ
である。
2）自国競技者の国際スポーツ競技会での勝利を欲求
すること
オリンピック競技大会やサッカー・ワールドカップ
を代表する各種国際スポーツ競技会には，選手やチー
ムをそれぞれ国家代表として参加させている。そして，
それらの競技会は情報化の波にのり益々巨大化，国際
化し，人々に与える影響は拡大しつつある。それらの
ことによって，世界各国では，自国の代表選手や代表
チームを応援するスポーツ観戦者の数は拡大しつつあ
るといって良いだろう。
勝利を欲求することは前項で確認したように，人の
生理的欲求である。そのため，スポーツにおける「自
分の応援する選手やチームが勝ってほしい」というこ
とは，スポーツをみる人あるいは聞く人の生理的欲求
であるといえる。中国の場合，オリンピック競技大会
や世界卓球選手権などで中国代表選手として活躍する
国際スポーツ競技会が開催されるとき，そこに出場し
た中国の代表選手や代表チームに対して関心を持って
応援する中国国民が数億人に達するということは，テ
レビの視聴率からもうかがえることできる。つまり，
この数億人の中国国民は「中国の選手が国際スポーツ
競技会で勝ってほしい」と欲求しているということで
ある。
人は様々な動機をもってスポーツ試合を観戦する。
自分の応援する選手やチームが勝利をおさめるとき，
「うれしい」や「たのしい」，「誇り」，「興奮」，「感動」
などの感情が生まれる。それは多くの人がスポーツ観
戦を親しむようになる一要因であると考えられる。特
に中国においては後述するような理由から，自国競技
者が国際スポーツ競技会で勝利をおさめることによっ
て国際スポーツ競技会を楽しんでいる国民が多い。
2003 年に実施された「北京オリンピック競技大会に
他者に勝たないと，人は生きられないだろう。特に「競
争の時代」であるといわれる今日においてそれは，人
は競争で勝たないと世の中にいられないかも知れない
という意味にもとれるだろう。つまり，自然あるいは
他者に「勝ちたい」ということは，人が生きるための
欲求であるということだ。勝利に対する欲求は年齢や
性別によって個人差はあるが，すべでの人が持ってい
ることは確かである。
スポーツは，勝利に対する欲求が人の生理的欲求で
あることを証明できる最も良い例であるといってもよ
いだろう。例えば，負けるために試合に参加する人は
存在していないだろう。そして，それを見るあるいは
聞く人にしても，自分の応援する選手やチームが負け
てほしいと思う人は存在していないだろう。つまり，
スポーツの場面において「勝ちたい」ということは，
試合に参加する選手ひとり一人の生理的欲求だけでは
なく，その選手やチームに対して関心を持って応援す
る人々の生理的欲求でもある。
人のすべての行為・行動は，目的に向けての手段（方
法）であると考えることができる。当然のことながら，
考えることもその目的に向かっての手段である62)。換
言すれば，同様の目標あるいは目的をもたせることは，
人の行為・行動や考えることなどを高度に統一できる
ということである。すなわち，集団の成員に同様な目
標あるいは目的をもたせることは，集団の凝集力を高
めるということである。例えばマーティン・ハガ （ーM. 
Hagger）らは，スポーツチームの凝集性については，
「チームの凝集性は，個人，チーム，リーダーシップ，
そして状況もしくは環境の要因による機能である。個
人の要因はそのチームのメンバーの心理的属性で，例
えば共有された目標や，成功への動機づけである」63) と
説明している。
勝利を欲求することは上述のように，人の生理的欲
求である。そのため，自分の所属する集団と他集団の
間で競争を行うとき，自分の所属する集団が「負けて
ほしい」と思う人はいないだろう。つまり，集団と集
団の間で競争を行うことは，集団の成員に「ライバル
集団に勝つ」という共通の目標をもたせることができ，
集団の凝集力も高められるということである。それは，
ハンチントンがいうように，外に「敵」をつくると集
団がまとまるということの根本的な理由ではないかと
考えられる。
そして，競争することを多くの成員が強く欲求すれ
ばするほど，その集団の凝集力はより顕著に高められ
る。例えば，小学校におけるスポーツ好きの生徒が多
い A クラスとスポーツ嫌いの生徒が多い B クラスの間
で対抗運動会を行えば，両クラスの凝集力を共に高め
られるが，その効果は A クラスのほうが B クラスより
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いう勝利の欲求を強くもっているが，中国は発展途上
国にあり，経済や科学などの分野で先進国に全面的に
遅れている。つまり，国民が期待できる分野が極めて
少ないということである。このようなことを背景に，
競技スポーツが中国の世界で常に勝てる数少ない分野
の一つであると認識し，国民が競技スポーツに大きな
感情を織り込むことにつながったと考えることができ
る。かくして中国国民は殊更，国際スポーツ競技大会
に大きな期待を寄せるに至ったといってよいだろう。
中国の競技者が重要な国際スポーツ競技会で優勝した
とき，中国は少なくとも数日間に亘って世界のメディ
アから脚光を浴びることができ，国内においても大き
な話題となる。このような勝利は，まさに多くの中国
国民が強く欲求している「先進国に勝ちたい」という
勝利の欲求を満たしているということに他ならない。
以上で確認したように，「中国競技者が国際スポーツ
競技会で勝ってほしい」と欲求することは，多くの中
国国民の生理的欲求であるということである。そして，
多くの中国国民が「先進国に勝ちたい」という勝利の
欲求を強くもっているが，競技スポーツが中国の世界
で常に勝てる数少ない分野の一つであるため，中国競
技者の世界競技会での勝利が大きく期待されているこ
とを確認した。この 2 つの要因は国際スポーツ競技力
の向上が中国国民の凝集力を高めるということの根本
的な理由であると考えられる。
6.　まとめ及び今後の課題
本研究は，「自国競技者が国際スポーツ競技会で好成
績を上げることによって国民凝集力を高めることがで
きる」という仮説をもとに，中国を実例にし，国際ス
ポーツ競技力の向上と国民凝集力の因果性を哲学的に
検討し，そこでの真意について確認することを目的と
した。
両者の因果性を検討するため，まず中国が国際ス
ポーツ競技力の向上に巨大な公的資金を投入している
と，国際スポーツ競技力の向上によって中国国民の凝
集力が高まっているという 2 つの事実を確認した。そ
して凝集力の概念を把握することによって，国民凝集
力を高める要件を確認した。最後に国民凝集力を高め
る要件をもとに，国際スポーツ競技力向上と中国国民
の凝集力の因果性を考察した。
その結論は次のとおりである。
1） 勝利を欲求することは人の生理的欲求である。
2） 集団と集団の間で競争を行うことは，集団の成員
に「ライバル集団に勝つ」という共通の目標をも
たせることができ，集団の凝集力が高められる。
3） 集団と集団の間で競争することが多くの成員の強
く欲求することであればあるほど，その集団の凝
おける中国競技者の成績に対する期待感」に関する調
査（対象が上海市民，回収数が 2,798 枚，回収率が
93.3％）64) によると，「金メダル数が前回より多くなっ
てほしい」が 79％，「メダル総数が前回より多くなっ
てほしい」が 76％，「金メダル数ランキングが 3 位以
内を継続してほしい」が 82.7％など，中国競技者の活
躍が多くの国民に大きく期待されていることがわかっ
た。これらの数字からも，多くの中国国民は自国競技
者の国際スポーツ競技大会での勝利を強く欲求してい
ることがうかがえるだろう。
「勝ちたい」ということはすべての人の生理的欲求で
あるが，「勝ちたい」という意欲が年齢や性別によって
個人差が存在する。スポーツ選手の場合は，一般に男
性が女性よりその「勝ちたい」という意欲が強いとい
われている65)。そして，先進国と発展途上国の国民を
比較すれば，「他国に勝ちたい」という意欲は発展途上
国の国民のほうがより強いといえるだろう。例えば，
中国では「反日」をすれば，中国国民の凝集力を高め
られる。その一方で，世界第 2 位の経済大国である日
本では，同じように故意に中国を「敵」にすることで
日本国民の凝集力を高めることはあまり期待できない
だろう。
「勝ちたい」という意欲が強いかどうかは自分の年齢
や性別，家庭，経験などのことと関連しているが，競
争相手の実力とも大きくかかわっている。例えば，プ
ロサッカーリーグで中位に位置するチームの選手に，
「最上位チームと最下位チームのどちらに勝ってほし
いですか」と問えば，「最下位チームに勝ちたい」と答
える選手はほとんどいないだろう。つまり，人はすべ
ての競争相手に勝ちたいが，自分より強い競争相手に
より勝ちたいということである。すなわち，人は自分
より強い者をライバルにしやすく，自分より弱い者を
ライバルにしにくいということである。それは，中国
で「反日」で国民の凝集力を高められ，日本で「反中」
で同じ効果があまり期待できないということの重要な
一要因であると考えられる。
中国は先進国に侵略された歴史をもつ発展途上国で
ある。それ故に先進国に対する競争心が中国国民の心
の奥底に潜んでいると考えることができる。中国は周
知のように，1840 年のアヘン戦争から約 100 年の間に，
先進国に侵略され悲しい時代を送った。4 千年以上の
歴史を誇る中国の国民が長い間，その名のとおり「世
界の中心にある大国」と思わせる輝かしい過去を背
負った。そこから生まれた「優越感」が先進国の侵略
によって大きな打撃を受けた。そのため，中国人は心
の中に，何らかの形で「先進国に勝ちたい」という勝
利の欲求を強くもっている。
しかし，多くの中国国民は「先進国に勝ちたい」と
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の団結，すばらしい未来の共同建設を保障する必需
のものである」と，政府の役割を強調している．
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置されたトレーニングセンターは中国で，通常「専
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24) 中国国家統計局編：『中国統計年鑑　2007』，中国統
計出版社，2008 年，p. 3．
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集力はより顕著に高められる。
4） 「自分の応援する選手が国際スポーツ競技会で
勝ってほしい」と欲求することは，人類の生理的
欲求である。
5） 発展途上国や新興国の多くの国民は「先進国に勝
ちたい」という勝利の欲求を強くもっている。
6） 発展途上国や新興国において競技スポーツは，多
くの国民の強くもっている「先進国に勝ちたい」と
いう勝利の欲求を充足できる数少ない分野の 1 つ
である。
以上のことから，新興国に位置する中国においては，
国際スポーツ競技力の向上を果たすことによって国民
凝集力が高められるという認識を得ることができた。
今後は，国際スポーツ競技力の向上と国民凝集力の
因果性について，「スポーツに政治が介入することの是
非」，「国際スポーツ競技力の向上に公的援助をするこ
との是非」，「中国は，なぜ先進国より国際スポーツ競
技力の向上に高額な公的援助を投入できるのか」など
の問題を継続的に検討する必要があると考えられる。
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